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地下配管等に設ける電気防食の施工に関する技術基準 

 

この基準は、危険物製造所等に設ける配管、屋外貯蔵タンクの底板及び地下貯蔵タ

ンク（以下「配管等」という。）における電気防食の流電陽極・基準電極・接続線・

排流端子・絶縁継手・接続箱及び点検箱等の施工上並びに管理上の技術基準について

定めるものとする。 

なお、公益社団法人腐食防食学会が策定した「危険物施設の鋼製地下貯蔵タンク・

配管に適用する電気防食規格及びガイドライン（JSCE S 1901:2019）」に基づき施工

した電気防食は、規則第13条の4、第23条の2、告示第4条及び第4条の49に定める電気

防食の技術上の基準に適合しているものとして取り扱う。（H20.2.21消防危第27号通

知）（R2.3.27消防危第89号通知） 

 

１ 電気防食施工の適用範囲 

危険物製造所等に設ける地下配管等で、腐食電流により当該配管等が腐食するお

それがある場所に埋設又は大地に接して設置されるものに適用する（移送取扱所の

地下又は海底に設置する配管及び屋外タンク貯蔵所の底板で、アスファルトサンド

等の防食材料を敷いてないもの、又は底板の腐食を防止することができる措置を講

じていないものは、腐食電流により腐食するおそれのない場所に設置する場合でも

適用する。）。 

この場合、腐食電流により配管等が腐食するおそれがある場所とは、次の⑴又は

⑵のいずれかに該当する場所をいう。 

⑴ 直流電気鉄道の軌道又は変電所からほぼ１㎞の範囲内にある場所 

⑵ 直流電気鉄道の軌道及び変電所を除く直流電気設備（電解設備その他これに類

する設備をいう。） 

周辺の場所で次のア～ウのいずれかに該当する場所 

ア 大地比抵抗が2,000Ω・㎝未満となるもの 

 

第１図 大地比抵抗測定法 
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イ 大地に電位勾配（約５ｍＶ／ｍ以上）が認められるもの 

 

第２図 電位勾配測定法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 配管等の対地電位が当該配管等の自然電位より正側の電位となるもの 

 

第３図 対地電位測定法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４図 対地電位測定法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別 6 - 3 - 

 

２ システムの選定 

電気防食システムには、流電陽極方式・外部電源方式・選択排流方式があるが、

危険物施設内に施工する場合は、流電陽極方式又は外部電源方式が一般的である。 

 

３ 電気防食機器の選定 

⑴ 流電陽極（以下「陽極」という。）は、マグネシウム合金・亜鉛合金・アルミ

ニウム合金等があるが、大地比抵抗、配管等（以下「被防食体」という。）の防

食面積を考慮して算定した質量をもつものを選ぶこと。 

 

第５図 陽 極 

 

 

 

 

 

 

⑵ 基準電極で施設に固定して設ける電極（以下「施設固定基準電極」という。）

は、維持管理等を考慮した亜鉛電極が望ましい。 

この場合、被防食体直近の大地中に基準電極を容易に打ち込むことが可能な場

合は、必ずしも施設固定基準電極としなくてもよく飽和カロメル基準電極等にす

ることができる。 

 

第６図 施設固定基準電極 
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⑶ 接続線は、心線が600Ｖ単心ビニル絶縁電線（直径1.6㎜）と同等以上の電線

で、軟質ポリエチレンホース・硬質塩化ビニルパイプ等に収めたものを用い、陽

極・被防食体からの線は赤色に、施設固定基準電極からの線は黒色とすること。 

⑷ 排流端子で埋設式のものは、被防食体のイオン化傾向が同程度のものとするこ

と。 

⑸ 絶縁継手は、絶縁ワッシャー・絶縁スリーブ等の絶縁材により、接続部分を有

効に電気的に絶縁できるものとすること。 

 

第７図 絶縁継手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 接続箱・点検箱は、雨水・土砂等の侵入を防止するふたを設けるとともに、底

部に水抜口を設けること。 

 

第８図 接続箱及び点検箱 

（接 続 箱）             （点 検 箱） 
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４ 電気防食機器の設置 

⑴ 陽極は、地盤面下0.75ｍ以上で被防食体の直近（離隔距離0.3ｍ以下）に埋設

し、陽極からの接続線と被防食体からの接続線は、接続箱又は点検箱内において

端子ボルトにより電気的・機械的に堅固に接続すること。 

⑵ 基準電極は、被防食体以外の金属の影響を避けるため被防食体の直近に埋設又

は打ち込むこと（打ち込む場合は、電極の長さの３分の１以上を打ち込むこ

と。）。 

この場合において、施設固定基準電極の線は、点検箱内に引き込み、電位測定

用の端子を構成すること。 

 

第９図 陽極施工例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 排水端子と被防食体との接続は、溶接又はネジ接合等により電気的・機械的に

堅固に行うこと。 

⑷ 被防食体と他の工作物は、絶縁継手等により電気的に絶縁されていること。た

だし、被防食体と一体のものとして防食されている工作物は、この限りでない。 

⑸ 接続箱等を利用した電位測定端子は、被防食体である配管延長のおおむね200ｍ

以下ごとに２箇所以上となるように設けること。 

⑹ 接続箱・点検箱及び絶縁継手部には、当該箇所直近の見易い位置にその旨を容

易に消えない方法により表示すること。 
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第１０図 表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ システムの保持 

電気防食の生命は、陽極にあるので次の(1)及び(2)により被防食体と陽極の平均

対地電位を測定し、陽極の腐食（質量減少）の程度を確認し、測定電位が防食電位

より正側の値となった時は陽極の埋め直しを行うこと。 

⑴ 対地電位の測定方法は、次によること。 

対地電位は、基準電極と高抵抗直流電圧計を使用して測定すること。 

⑵ 対地電位の測定回数は、次によること。 

ア 前回の測定電位が、防食電位から100ｍＶ以上負の場合は１年に１回以上 

イ 前回の測定電位が、防食電位から100ｍＶ未満負の場合は１年に４回以上 

なお、(2)ア・イに掲げる測定を行ったときは、法第14条の３の２に基づきこれ

を記録保存すること。 

 

第１１図 防食電位測定法 

・飽和カロメル電極基準（飽和硫酸銅電極基準） 
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第１２図 防食電位測定法 

・亜鉛電極基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 過防食による悪影響を生じない範囲内 

過防食による悪影響を生じない範囲内とは、次によること。 

⑴ 鋼管・鋳鉄管・ダクタイル鋳鉄管又は銅管にあっては、飽和硫酸銅電極基準に

よる―2.5Ｖ、飽和カロメル電極基準による―2.4Ｖより負の電位でないこと。 

⑵ 前記以外の金属管の場合にあっては、当該金属管の材質組成に応じて決められ

る電位より負の電位でないこと。 

 

７ 標識 

電気防食が施工してある直近には、半径100ｍ以内ごとに電気防食が施工してある

旨及び防食種別・施工年月日を記載した標識を見やすい位置に設けること。 

 

第１３図 標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ その他 

 電気鉄道の線路敷下等漏洩電流の影響をうけるおそれのある箇所に設置する配管等

には、排流法等により電気防食を行うこと。 
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電気設備の基準 
 

 

電気設備は、政令第9条第1項第17号（他の規定により準用する場合を含む。）により規

定する、「電気設備に関する技術基準を定める省令」（通商産業省令第61号）によるほか、

次によること。 

 

1 危険場所の適用範囲 

電気設備を防爆構造としなければならない範囲は、次のとおりとする。 

⑴ 引火点が40度未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合で別記第11に該当する範囲 

⑵ 引火点が40度以上の危険物であっても、その引火性物質を引火点以上の状態で貯蔵

し、又は取り扱う場合で別記第１１に該当する範囲 

⑶ 可燃性微粉（危険物、非危険物）が著しく浮遊するおそれのある範囲 

 

2 電気機器の防爆構造の選定 

危険場所の適用範囲（特別、第1類及び第2類危険箇所）に設置する電気機器の防爆構

造は、構造規格（電気機械器具防爆構造規格（昭和44年労働省告示第16号））又は技術

的基準（電気機械器具防爆構造規格（昭和44年労働省告示第16号）における可燃性ガス

又は引火性の物の蒸気に係る防爆構造の規格に適合する電気機械具と同等以上の防爆性

能を有するものの技術的基準（IEC規格79関係））に適合するものであること。 

なお、選定は表1を原則とするが、第１類危険箇所に安全増防爆構造又は油入防爆構

造の電気機器を設置する場合には、技術的基準に適合するもの（Ｅxe、Ｅxo）を設置す

ること。また、通常において著しく可燃性蒸気等が発生又は滞留する場所は、特別危険

箇所として取り扱い、設置する電気機器は本質安全防爆構造（ｉa、Ｅxia）のものとす

ること。 

※ 技術的基準による防爆構造は、構造規格だけではIEC（国際電気標準会議）の規格

に適応する電気機器の防爆構造の種類に対応できないため、国際規格に適合する外国

製の電気機器を受け入れることを目的に規定されたものである。 

⑴ 特別危険箇所とは、連続し、長時間にわたり、又は頻繁に、ガス又は蒸気が爆発の

危険のある濃度に達するおそれのある箇所をいう。 

⑵ 第1類危険箇所とは、通常の状態において、特別危険箇所及び第２類危険箇所に該

当しない箇所をいう。 

⑶ 第2類危険箇所とは、通常の状態において、ガス又は蒸気が爆発の危険のある温度

に達するおそれのある濃度に達するおそれが少なく、又は達している時間が短い箇所

をいう。 

 

 

別記第9 
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表1 電気機器の防爆構造の選定 

電気機器の防爆構造の種類と記号 使用に適する危険箇所の種別 

準
拠
規
格 

防爆構造の種類及び記号 
特別危険箇所 

（旧０種場所） 

第1類危険箇所 

（旧1種危険場所） 

第2類危険箇所 

（旧2種危険場所） 

構
造
規
格 

本質安全防爆構造 ia ○ ○ ○ 

本質安全防爆構造 ib × ○ ○ 

樹脂充てん防爆構造 ma ○ ○ ○ 

樹脂充てん防爆構造 mb × ○ ○ 

耐圧防爆構造 d × ○ ○ 

内圧防爆構造 f × ○ ○ 

安全増防爆構造 e × △ ○ 

油入防爆構造 o × △ ○ 

非点火防爆構造 n × × ○ 

特殊防爆構造 s ― ― ― 

技
術
的
基
準 

本質安全防爆構造 Exia ○ ○ ○ 

本質安全防爆構造 Exib × ○ ○ 

耐圧防爆構造 Exd × ○ ○ 

内圧防爆構造 Exp × ○ ○ 

安全増防爆構造 Exe × ○ ○ 

油入防爆構造 Exo × ○ ○ 

特殊防爆構造 Exs ― ― ― 

備考  １  表中の記号○、△、×、－の意味は、次のとおりである。 

○印：適するもの 

△印：法規では容認されているが、避けたいもの 

×印：法規には明記されていないが、適さないもの 

－印：適用されている防爆原理によって適否を判断するもの 

２ 特殊防爆構造の電気機器は、他の防爆構造も適用されているものが多く、そ

の防爆構造によって使用に適する危険箇所が決定される。 

 

3 防爆構造電気機械器具型式検定合格証と防爆構造電気機械器具用型式検定合格標章 

労働安全衛生法に基づく防爆構造電気機械器具用型式検定に合格した防爆構造の電気

機械器具には、「防爆構造電気機械器具型式検定合格証」が交付されるとともに、当該

器具に「防爆構造電気機械器具用型式検定合格標章」が貼付され、当該型式検定に合格

した電気機械器具は、電気工作物に係る法令（電気設備に関する技術基準を定める省令

等）に適合したものと同様に扱って支障ないものとする。 
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防爆構造電気機械器具型式検定合格証 

申 請 者  

製 造 者  

品 名  

型 式 の 名 称  

防 爆 構 造 の 種 類  

対象ガス又は蒸気の発火度

及 び 爆 発 等 級 

 

定 格  

使 用 条 件  

型 式 検 定 合 格 番 号  

有 効 期 間   年 月 日から  年 月 日まで 印 

   年 月 日から  年 月 日まで 印 

   年 月 日から  年 月 日まで 印 

   年 月 日から  年 月 日まで 印 

機械等検定規則による型式検定に合格したことを証明する。 

年  月  日 

              型式検定実施者            印 

 

防爆構造電気機械器具用型式検定合格標章 

備考 

１ この型式検定合格標章は、次に定めるところによる

こと。 

⑴ 正方形とし、次に示す寸法のいずれかによること。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 材質は、金属その他耐久性のあるものとすること。 

 ⑶ 地色は黒色とし、字、ふち及び線は黄色又は淡黄

色とすること。 

２ 「労（年月）検」の欄中（年月）は、型式検定に合

格した年月又は更新検定に合格した年月を（平 12.

8）のように表示すること。 

一辺の長さ(L) ふちの幅(l) 

イ 1.3cm 

ロ 2.0cm 

ハ 3.2cm 

ニ  5.0cm 

ホ  8.0cm 

0.1cm 

0.1cm 

0.2cm 

0.2cm 

0.3cm 

 
労 （  年  月  ） 検 

型式検定   合格番号 

型式検定合格証の交付を受

けた者又はその承継人の氏

名又は名称 

L 

ｌ 
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4 配線工事 

 ⑴ 危険場所における配線工事は、次によること。 

  ア 配線工事は、金属管工事又はケーブル工事（ＣＤケーブル及びキャブタイヤケー

ブルを使用するものを除く。）によること。 

  イ 金属管工事は、次によること。 

   (ｱ) 金属管には、厚鋼電線管又はこれと同等以上の強度を有するものを使用する

こと。 

   (ｲ) 管相互及び管とボックスその他の附属品若しくはプルボックス又は電気機械

器具とは、5山以上ねじ合せて接続する方法その他これと同等以上の効力のある

方法により堅ろうに接続すること。 

   (ｳ) 電動機に接続する部分で可撓性を必要とする短小な部分の配線には、危険場

所の危険性に応じた耐圧防爆構造又は安全増防爆構造のフレキシブルフィッチ

ングを使用すること。 

  ウ ケーブル工事は、次によること。 

     (ｱ) ケーブルは、鋼帯等の外装を有するケーブル、ＭＩケーブルを使用する場合

を除き、管その他の防護装置に収めて施設すること。 

   (ｲ) ケーブルを電気機械器具に引き込むときは、パッキン式、固着式等の引き込

む方法により、引き込み部分でケーブルが損傷するおそれのないようにするこ

と。 

  エ 配線等を収めた管又はダクトは、これらを通じて爆発性ガス等が、危険場所以

外に漏れないようにすること。 

  オ 移動電線は、接続点のない3種キャブタイヤケーブル、3種クロロプレンキャブ

タイヤケーブル、4種キャブタイヤケーブル、4種クロロプレンキャブタイヤケー

ブルを使用すること。 

  カ 電線と電気器具は、振動によりゆるまないよう堅ろうに、かつ、電気的に完全

接続すること。 

  キ 照明器具は、表示されたワット数を超えない電灯等を取り付けるとともに直付

器具、パイプペンダント、ブラケット等を使用し、造営材に堅ろうに取り付ける

こと。 

  ク 電動機に、過電流が生じたとき爆発性ガスに引火するおそれがないように設置

すること。 

  ケ 電気機器の露出した金属部分は、すべて接地工事により接地すること。 

 ⑵ 危険場所以外の配線工事 

   前記⑴イ(ｱ)及び(ｳ)並びにカ及びキによるほか、次によること。 

  ア  配線工事は、合成樹脂管、金属管工事又はケーブル工事（ＣＤケーブルを除

く。）によること。 

  イ 配線器具は、損傷を受けるおそれのないようにすること。 
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  ウ 移動電線は、1種キャブタイヤケーブル以外の接続点のないキャブタイヤケーブ

ルを使用すること。 

  エ 通常の使用状態において高温若しくは火花等を発する電気機器は、危険物に着

火するおそれのないように設置すること。 
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液体の帯電性 

 

１ 帯電過程 

液体には、配管内を流れるとき、噴出するとき、飛び散るとき、あるいは、かく拌

するとき等、危険な帯電状態となる可能性がある。その帯電性は、流速、接触面の材

質、形状等により大きく影響を受ける。また、液中に存在する微量成分、不純物によ

って、若しくは、それと混じり合わない水、他の液体、気体、コロイド状物質によっ

てその帯電性は、より高められる。 

 

２  帯電性の区分 

液体の帯電性は、その液体固有の導電率によって、一般に次のように区分される。 

 

 

 

 

注 導電率について 

導電率とは、物体中を電流が流れる時に、その流れやすさを示す物質固有の

値で、抵抗率（体積固有抵抗）の逆数である。 

いま、断面積がＡ[㎡]、長さがＬ[ｍ]の物体の抵抗をＲ[Ω]とするとＲは、 

Ｒ ＝ ρ×（L/A） 

で表され、このとき右辺のρ[Ω･ｍ]が抵抗率である。 

これに対して導電率σは、下式で表される。 

 σ ＝ 1/ρ ＝（1/R）・（L/A）   （Ｓ/ｍ、あるいはΩ-1・ｍ-1） 

３ 静電気対策 

一般的な対策としては、次に掲げる方法等があり、取り扱う物質及び作業形態によ

って単独で、あるいは組み合わせて用いる。 

⑴ 爆発性雰囲気の回避（不活性ガスによるシール等） 

⑵ 導体性の構造とし、接地する（流動したり、噴出したりしている液体は、一般に、

導電率に関係なく接地によって帯電を防止することはできない）。 

⑶ 液体の導電率の増加（添加剤等） 

⑷ 静電気の中和（空気のイオン化等） 

⑸ 流速制限 

⑹ 湿度調整（75％以上） 

⑺ 人体への帯電防止 

 

４ 各種液体の導電率 

下表にあげた数値は、純物質に対する値であり、実際には、他の物質、気泡等が混

極めて帯電しやすい 
帯電しにくい 帯電しやすい 

10-8 10-12 

数値は導電率（単位 Ｓ/ｍ：ジーメンス／メートル] 

別記第 10 
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在している場合が多く、表中の値より推定される以上の帯電性を持つと評価しなけれ

ばならない場合がほとんどである。 

これらの数値は、取扱条件が異なれば変わるものであることから、大まかな目安と

して利用すること。 

ガソリン、灯油等の混合物については、組成が一定でないため、表中にはないが、

おおむね 10-12（Ｓ/ｍ）～10-13（Ｓ/ｍ）である。 

各種液体の導電率 

（静電気安全指針（1988）労働省産業安全研究所） 

物   質   名 
導電率[Ｓ/ｍ] 

（ ）内は測定温度℃ 

比誘電率 

（ ）内は測定温度℃ 

アセトアルデヒド 

アセトニトリル 

アセトフェノン 

アセトン 

安息香酸エチル 

安息香酸ベンジル 

安息香酸メチル 

イソブチルアルコール 

イソペンチルアルコール 

エタノール 

エチルアミン 

エチルメチルケトン（2－ブタノン） 

エチレングリコール 

エチレングリコールモノメチルエーテル 

（2－メトキシエタノール） 

塩化エチル 

塩化ブチル 

1－オクタノール 

ギ  酸 

ギ酸エチル 

ギ酸プロピル 

ギ酸メチル 

ｏ－クレゾール 

ｍ－クレゾール 

ｐ－クレゾール 

クロロベンゼン 

クロロホルム 

酢 酸 

酢酸イソブチル 

酢酸エチル 

酢酸ブチル 

酢酸プロピル 

酢酸ペンチル 

酢酸メチル 

ジエチルエーテル 

四塩化炭素 

シクロヘキサノン 

シクロヘキサン 

1,2－ジクロロエタン 

 

1.20×10-4 （ 0） 

6   ×10-8 （25） 

3.1 ×10-7 （25） 

4.9 ×10-7 （25） 

<2  ×10-8 （19） 

<1  ×10-7 （25） 

1.37×10-3 （22） 

1.6 ×10-6 （25） 

1.4 ×10-7 （25） 

1.35×10-7 （25） 

7   ×10-7 （ 0） 

3.6 ×10-7     

1.07×10-4 （25） 

1.09×10-4 （20） 

 

<3  ×10-7 （ 0） 

1   ×10-8 （30） 

1.39×10-5（23.1） 

6.08×10-3     

1.45×10-7 （20） 

5.5 ×10-3 （17） 

1.92×10-4 （17） 

1.27×10-7 （25） 

1.40×10-6 （25） 

1.38×10-6 （25） 

1.9 ×10-10（20） 

<1  ×10-8 （25） 

6   ×10-7 （25） 

2.55×10-2 （19） 

<1.0×10-7 （25） 

1.3 ×10-6 （20） 

2.2 ×10-5 （17） 

1.6 ×10-7 （25） 

3.4 ×10-4 （20） 

≦3.7×10-11（25） 

4   ×10-16（18） 

5   ×10-6 （25） 

1.9 ×10-12（20） 

4.0 ×10-9 （25） 

 

21.1 （20） 

37.5 （20） 

17.4 （25） 

20.7 （25） 

 6.02（20） 

 4.9 （20） 

 6.63（20） 

17.9 （25） 

14.7 （25） 

24.6 （25） 

 6.94（10） 

18.5 （20） 

37.7 （25） 

16.9 （25） 

 

 9.45（20） 

 7.39（20） 

10.3 （20） 

58.5 （16） 

 7.16（25） 

 7.72（19） 

 8.5 （20） 

11.5 （25） 

11.8 （25） 

 9.91（58） 

 5.62（25） 

 4.9 （20） 

 6.15（20） 

 5.29（20） 

 6.02（25） 

 5.01（20） 

 6.00（25） 

 4.75（20） 

 6.68（25） 

 4.34（20） 

 2.24（20） 

18.3 （20） 

20.05（20） 

10.4 （25） 
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物   質   名 
導電率[Ｓ/ｍ] 

（ ）内は測定温度℃ 

比誘電率 

（ ）内は測定温度℃ 

 

cis－1,2－ジクロロエチレン 

ジクロロメタン 

1,2－ジブロモエタン 

ジメチルスルホキシド 

臭化エチル 

シュウ酸ジエチル 

セバシン酸ジブチル 

炭酸ジエチル 

1,1,2,2-テトラクロロエタン 

テトラクロロエチレン 

トリエチレングリコール 

トリクロロエチレン 

2,2,4－トリメチルペンタン 

トルエン 

ナフタレン 

二塩化エチリデン 

ニトロエタン 

1－ニトロプロパン 

2－ニトロプロパン 

ニトロベンゼン 

ニトロメタン 

二硫化炭素 

ピリジン 

フェネトール 

フェノール 

1－ブタノール 

フタル酸ジブチル 

t－ブチルアルコール 

2－フルアルデヒド（フルフラール） 

1－プロパノール 

2－プロパノール 

プロピオンアルデヒド 

プロピオン酸 

プロピオン酸エチル 

ブロモベンゼン 

ブロモホルム 

ヘプタン 

ベンジルアルコール 

ベンゼン 

ペンタン 

無水酢酸 

メタノール 

メチルシクロヘキサン 

4－メチル－2－ペンタノン 

 

8.5 ×10-7 （25） 

4.3 ×10-9 （25） 

1.28×10-9 （25） 

2   ×10-7 （25） 

<2  ×10-6 （25） 

7.12×10-10（25） 

1.7 ×10-9 （30） 

9.1 ×10-8 （25） 

4.5 ×10-7 （25） 

5.55×10-2 （20） 

8.4 ×10-6 （20） 

8   ×10-10 

<1.7×10-6（25） 

1.0 ×10-12（35） 

4   ×10-8 

2.0 ×10-7 

5   ×10-5 （30） 

3.3 ×10-5 （35） 

5   ×10-5 （30） 

2.05×10-8 （25） 

5   ×10-7 （25） 

7.8 ×10-16（18） 

3   ×10-8 （25） 

<1.7×10-6 （25） 

1   ×10-6 （50） 

9.12×10-7 

9   ×10-9 （25） 

2.66×10-6 （27） 

1.45×10-4 （25） 

9.17×10-7 （18） 

4   ×10-7 （25） 

1   ×10-2 （25） 

<1  ×10-7 （25） 

8.33×10-2 （17） 

<1.2×10-9 （25） 

<2  ×10-8 （25） 

<1  ×10-10 

1.8 ×10-4 （25） 

3.8 ×10-12（20） 

<2  ×10-8 

7.5 ×10-5 （20） 

1.5 ×10-7 （25） 

<1  ×10-14 

<5.2×10-6 （35） 

 

9.20（25） 

 9.1 （20） 

 4.78（25） 

46.7 （25） 

 9.39（20） 

 1.8 （21） 

 4.54（30） 

 2.82（20） 

 8.0 （25） 

2.30（25） 

23.7 （20） 

 3.41（20） 

 1.94（20） 

 2.38（25） 

 2.54（85） 

10.9 （20） 

28.1 （30） 

23.2 （30） 

25.5 （30） 

34.8 （25） 

35.9 （30） 

 2.64（20） 

12.3 （25） 

 4.22（20） 

 9.78（60） 

17.5 （25） 

 6.44（30） 

12.5 （25） 

38   （25） 

20.3 （25） 

19.9 （25） 

18.5 （17） 

 3.44（40） 

 5.65（19） 

 5.40（25） 

 4.39（20） 

 1.92（25） 

13.1 （20） 

 2.28（20） 

 1.84（20） 

20.7 （19） 

32.7 （25） 

 2.02（25） 

13.1 （20） 

 

 

 

 


